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公益通報者保護法の 2025 年改正 

～通報者保護の強化など～ 

 

梅田総合法律事務所 弁護士 沢田 篤志 

弁護士 三角 一誠 

▶ POINT 

❶ 通報者保護のために、公益通報を理由として解雇・懲戒を行うことに対し刑事罰が新設

されました。事業者・労働者間の民事紛争でも、通報後 1 年以内の解雇・懲戒は公益通

報を理由として行われたと推定されることになりました。 

❷ 特に、事業者（従業員数 300 人超）については、公益通報対応業務従事者の指定など

の体制整備の義務が一層強化されました。従事者指定義務違反について刑事罰が新

設されました。 

❸ そのほかに、公益通報をしない旨の合意の禁止、通報者探索の禁止、通報者の範囲に

フリーランスを追加する等の改正がされました。 

 

１ はじめに 

公益通報者保護法は、事業者等の不正行為（国民の生命、身体、財産その他の利益の保護

に関わる法律に違反する犯罪行為等）の発生と被害の防止を図る観点から、公益のために通報

した労働者、役員等（公益通報者）が、通報を理由として解雇等の不利益な取扱いを受けること

がないように保護する法律です。 

特に、常時使用する労働者が 300 人超の事業者には、公益通報対応業務を行う体制を整備

する法的義務が課されています。公益通報者対応業務従事者1（以下「従事者」）には守秘義務

があり、違反には刑事罰が定められています。 

 
1 事業者が定めた、公益通報を受け、並びに当該公益通報に係る通報対象事実の調査をし、及びその

是正に必要な措置をとる業務に従事する者（公益通報保護法第 11 条１項）。 



 
 

これまでにも事業者の体制整備が法的義務になる等の法改正（2022 年以降）が行われてきま

したが、それでも公益通報者が不利益を被る事例が少なくなく、また、事業者の体制整備義務の

履行が不十分である等の問題がありました。 

そこで、2025 年 6 月に公益通報者保護法が改正され、2026 年中に施行されることになりまし

た。 

企業において、公益通報（公益通報者保護法の要件を満たす通報）や内部通報（同法の要件

を満たすかどうかにかかわらず、違法行為・不正行為・ハラスメント等の早期発見・是正のための

通報）を受け付ける通報・相談窓口を設置し、既に一定の取り組みをされている場合にも、今回

の法改正を受けて、さらなる取り組みが必要になる可能性があります。 

今回の改正項目は、体制整備の法的義務（労働者 300 人超）がある事業者にあたらない事業

者にも、大きな影響があります。すべての事業者は、通報に対応する場合や解雇・懲戒等を行う

場合には、公益通報者保護法に違反することがないよう、十分に注意をする必要があります。 

 

２ 通報を理由とする解雇・懲戒に対する刑事罰 

公益通報を理由とする解雇または懲戒を行った場合、意思決定に関与した個人には 6 か月以

下の拘禁刑または 30 万円以下の罰金、事業者には 3000 万円以下の罰金が科されるようになり

ました。 

なお、不利益な配置転換や嫌がらせ等の行為（解雇・懲戒以外の行為）に対しては、通報との

因果関係の立証の困難さ、構成要件の明確性の問題（配置転換や嫌がらせの定義、範囲を明

確に定めることの困難性）、事業者の人事・労務管理への支障を考慮し、刑事罰の対象とするこ

とは見送られ、今後の検討課題となっています。 

 

３ 解雇・懲戒が通報を理由としてなされたことの推定規定（立証責任転換） 

従来、不利益な取扱いを受けた通報者と事業者との紛争（労働者と企業との民事紛争）におい

て、通報者の側で、その不利益な取扱いが公益通報を理由とするものであることを立証する必要

がありました。しかし、必要な情報や証拠が事業者側に偏在しているために通報者側での立証が

困難という状況が多くみられました。 

そこで、通報者と事業者との民事紛争において、公益通報後 1 年以内の解雇または懲戒につ

いては「公益通報を理由としてなされたものと推定」されるとの規定が新設されました。これによ

り、不利益な取扱いが、通報を理由とすることを立証しなければならなかった通報者側の負担が

軽減されます。 

他方、事業者としては、解雇・懲戒の効力が争われた場合、解雇・懲戒が公益通報を理由とし

たものではなかったことを、証拠によって自ら証明する必要があります。そのため、解雇・懲戒（戒

告その他の比較的軽い懲戒処分も含みます。）を行うにあたっては、根拠となる資料を準備して

残しておく実務運用が、極めて重要になります。 

 



 
 

４ 通報者保護に関するそのほかの改正項目 

⑴ 通報者探索の禁止 

通報者が特定されることへの懸念が通報をためらう大きな要因となっていた現状を踏まえ、通

報者が安心して制度を利用できる環境を整備することを目的として、正当な理由なく、公益通報

者を特定することを目的とする行為（通報者探し）が禁止されることが、法律上、明文で定められ

ました。 

 

⑵  公益通報を妨害する行為の禁止 

正当な理由なく、通報しない旨の合意を求めたり、通報した場合に不利益な取扱いをすることを

告げたりする行為などが禁止されました。これらに違反する合意は無効となります。 

 

５ 事業者（労働者 300 人超）を対象とする体制整備義務の強化 

⑴ 従事者指定義務の強化、刑事罰の新設 

現行法では、従事者の守秘義務違反には刑事罰が設けられていた一方で、事業者の従事者

指定義務違反には刑事罰がなく、事業者側の義務履行を促す仕組みが不十分とされていまし

た。そのため、従事者指定義務に違反した場合の対応が強化されました。 

事業者が従事者を設置しない場合、現行法では、国の権限は、助言・指導、勧告、公表でした

が、改正法では、これに加えて、立入検査権、勧告に従わない場合の命令権と、これらについて

の違反に対する刑事罰が新設されました。 

 

⑵ 周知義務 

公益通報者が不利益を被る懸念なく、安心して不正行為を通報できる環境を整備することを目

的として、事業者が労働者等に対して通報窓口その他公益通報対応体制を周知する義務が、法

律に明記されました。 

 

６ 公益通報者の範囲拡大 

公益通報の主体となることができる者（現行法では、労働者、派遣労働者、1 年以内の退職

者、役員、取引先事業者の労働者等）の範囲に、特定受託業務従事者（フリーランス）及び業務

委託関係が終了して 1 年以内のフリーランスが新たに追加されました。 

 

７ まとめ 

2025 年改正の内容は、多岐にわたっています。 

通報者保護の強化は、すべての事業者に大きな影響があります。また、労働者が 300 人超の

事業者においては、従事者の指定、社内規程の見直しを含む体制整備義務の徹底や労働者へ

の十分な周知等が必要です。 



 
 

当事務所は、公益通報を含む内部通報に対応するための体制の整備へのサポートや、通報の

外部窓口の受任等の業務を行っておりますので、ぜひご相談ください。 

 

※ 許可なく転載することはお控え下さい。 

※ このニュースレターは郵送から PDF ファイルでのメール配信に変更できます。PDF ファイルは、貴社内で転送・共有

いただいて差し支えありません。電話またはメール(newsletter@umedasogo-law.jp)でお気軽にお申し出ください。 

 

 

本年 3 月より、当事務所にて執務を開始いたしました。弁護士の福田基（ふくだはじめ）と申します。 

私は大阪生まれ、兵庫育ちの生粋の関西人ですが、司法修習のため昨年初めて関西を出て札幌の地で 1 年間を過

ごしました。 

札幌は空気が乾いているおかげか、気温以上に涼しいところで、街や自然を満喫しきりの充実した時間を過ごすことが

できました。また、札幌ではともにテニスをする仲間にも恵まれました。高校の部活動以来のラケットは私が現役のころよ

りもずいぶん重く感じ、届くはずと思ったボールに届かない、などと日々の運動不足を痛感させられました。 

大阪に帰ってきてからは、人や文化など、一度離れたからこそ気が付くような関西の魅力に浸りながらも、1 年ぶりの猛

暑と格闘する日々を過ごしております。 

暑い日が続いておりますが、皆様に最良の法的サービスをお届けできるよう、一つひとつの職務に邁進してまいりま

す。 

（弁護士 福田 基） 
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